
エコアクション２１

環　境　経　営　レ　ポ　ー　ト

        [２０２２年３月１日～２０２３年２月２８日]

株式会社　岩井化成

発行 ： ２０２３年４月２８日



■当社の概要

（１）事業所名及び代表者氏名
　　　　　　株式会社    岩井化成

　　　　　　代表取締役　野添　智子

（２）所在地　

　　　　　　事業所所在地：茨城県坂東市馬立南の台１２６３-２

（３）環境保全関係の責任者連絡先
　　　　　　環境管理責任者（業務部長）　田辺　勝之

　　　　　　　　　連絡先　電　　　話　0297－35－1879

　　　　　　　　　　　　　Ｆ　Ａ　Ｘ  0297－36－3323

（４）事業の内容
　　　　　・合成樹脂再生加工品の製造及び販売

　　　　　・インフレーションフィルムの製造及び販売

　　　　　・プラスチック類の回収・再生

（５）事業の規模

資本金 1000万円

事業者の総床面積 4,972㎡

従業員数 41人

対象事業所 本社・工場（全組織・全活動）



■産業廃棄物に係わる情報公開(1/2)
(１) 組織概要

  ・法人設立年月日　：昭和６２年４月

　・資本金　　　　　：１０００万円

　・売上高　　　　　：　745百万円

　・組織図

代表者

代表取締役社長

（２）産業廃棄物収集運搬

　　１．許可の内容

　2022/2/28

許可場所 許可番号 許可日 許可期限

燃
え
殻

汚
泥

ば
い
じ
ん

廃
プ
ラ

が
れ
き
類

鉱
さ
い

木
く
ず

紙
く
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繊
維
く
ず

ガ
ラ
ス
・
コ
ン
ク

リ
ー

ト
・
陶
器
く

ず 金
属
く
ず

ゴ
ム
く
ず

茨城県 821119962 2020.12.4 2025.8.24 ●

　2022/2/28

許可場所 許可番号 許可日 許可期限

燃
え
殻

汚
泥

ば
い
じ
ん

廃
プ
ラ

が
れ
き
類

鉱
さ
い

木
く
ず

紙
く
ず

繊
維
く
ず

ガ
ラ
ス
・
コ
ン
ク

リ
ー

ト
・
陶
器
く

ず 金
属
く
ず

ゴ
ム
く
ず

茨城県 821119962 2021.5.25 2026.2.2 ●

埼玉県 117119962 2021.5.19 2026.1.24 ●

　　　２．運搬車両の種類と台数

４トントラック（1台）

パッカー車（2台）

産業廃棄物収集・運搬許可証一覧表

物流部門

物流部　部長

リサイクル事業部門

リサイクル事業部長

産業廃棄物中間処理業

製造部門

製造部　部長

環境管理責任者 製造業務部門

業務部　部長



『　基　本　理　念　』
私たち 株式会社岩井化成 は、事業に伴う環境負荷を継続的に低減すると

ともに、地球環境、地域社会への環境影響に配慮します。

私たち 株式会社岩井化成 は、産業廃棄物処理業として産業廃棄物の適正

処理を推進するとともに、求められるリサイクルニーズに対して、リサイ

クル手法の確立や提案によって産業廃棄物の更なるリサイクル、減容化に

努める等、循環型社会の実現に向け全力を尽くします。

『　基　本　方　針　』

１　廃棄物収集運搬業、廃棄物処理業などの業務活動に係る環境管理を

　　行うとともに、環境経営システムを構築し、継続的改善によって

　　環境負荷を低減することにより、汚染の予防に積極的に取り組みます。
２　事業に伴う環境負荷を低減するために、安全で環境に優しい収集運搬
　　と、徹底した分別、適正処理を行い、業務の効率化による省資源、
　　省エネルギーの推進やグリーン購入を環境目標に取り入れ推進し、
　　定期的に見直しを行い、環境経営システムの継続的改善に努めます。
３　環境関連法令、条例、業界等の指針、自主基準及び地域の要求事項を
　　遵守し、環境汚染予防に努めます。
４　循環型社会に対応するためのリサイクルシステムを構築、排出事業者
　　・施設見学者への環境教育、環境改善奉仕活動などを実施し、地域社
　　会に貢献します。
５　環境教育、広報活動などにより、全従業員、関連協力会社に環境方針
　　の周知徹底を図り、環境保全活動に努めます。
６　事業活動において、化学物質の使用を抑えることに努めます。
７　環境方針は、一般に公開します。

代表取締役　 野添　智子

株式会社　岩井化成　環境経営方針

改定日　2020年3月6日 株式会社　岩井化成
　   制定日　2007年3月25日



基準年度
2020年度

短期
2022年度

中長期
2023年度

中長期
2024年度

実績 目標 目標 目標

1-1総生産量の増加
7,111 7,324 7,395 7,467 6,573

[基準年度実績値からの増加率] （ｔ） 3％増加 4％増加 5％増加 90%

1-2再生商品の商品化
30 30 30 30 32

[基準年度実績値からの増加率] （件） 107%

2-1総生産量1ｔあたりの購入
電力の削減 565 554 548 542 642

[基準年度実績値からの削減率] （ｋｗｈ/ｔ） 2％削減 3％削減 4％削減 116%

2-2デマンド管理システムの運
用 廃止

2-3　生産量１ｔあたりの
二酸化炭素排出量を抑制
（ｋｇ－ＣＯ２）
生産量6,573ｔ、二酸化炭素排
出量2,367,260ｋｇ

173 170 168 166 360

[基準年度実績値からの削減率] （ｋｇ－ＣＯ２）/ｔ 2％削減 3％削減 4％削減 212%

3-1　有価回収原材料1ｔあたり
の
一般廃棄物の削減
(Kg/ｔ)

0.829 0.812 0.804 0.796 0.240

[基準年度実績値からの削減率] (Kg/ｔ) 2％削減 3％削減 4％削減 30%

3-2　有価回収原材料1ｔあたり
の
産業廃棄物の削減
(Kg/ｔ)

6.406 6.278 6.214 6.150 0.890

[基準年度実績値からの削減率] (Kg/ｔ) 2％削減 3％削減 4％削減 14%

4-1 総生産量1ｔあたりの
上水量の削減
（m3/ｔ）

0.527 0.527 0.527 0.527 0.980

[基準年度実績値からの削減率] （m3/ｔ）
基準年度を超

えない
基準年度を超

えない
基準年度を超

えない
186%

在庫量の適
正管理

在庫量の適
正管理

在庫量の適
正管理

適正管理

100%

（注）1.

2.

3.

4.

5.事業活動において
化学物質使用量を抑
えることに努めます。

5-1　化学物質使用量
（トルエン）

2016度を基準年度として中長期環境目標を立てた。

購入電力の排出係数は、四国電力の2020年度の二酸化炭素実排出係数0.550(kg-CO2/kWh)を使用しています。

3．環境への負荷を認
識し､廃棄物排出量の
削減に取り組みます。

4.環境への負荷を認
識し､総排水量(水資
源投入量）の削減に
取り組みます。

総生産量とは再生原料化量とインフレーション成形量を足したもの

有価回収原材料とは、有価で回収した廃プラスチックで原材料となるもの

■環境経営目標と実績

環境経営方針

環境経営目標

内　容

今年度実績
2022年度

上段：実績値
下段：達成率

1.循環型社会構築へ
の貢献を目指し、ポリ
エチレンのリサイクル
増加に取り組みます。

2．環境への負荷を認
識し､二酸化炭素排出
量の抑制に取り組み
ます。



■環境経営活動計画（今年度と次年度）

基準年度
2020年度

中長期
2023年度

中長期
2024年度

実績 目標 目標

1-1総生産量の増加
(t/年) 7,111 7,395 7,467

[基準年度実績値からの
削減率]

4％増加 5％増加

1-2再生商品の商品
化

30 30 30

2-1総生産量1ｔあたり
の購入電力の削減
（ｋｗｈ/ｔ）

565 548 542

[基準年度実績値からの
削減率]

3％削減 4％削減

2-2デマンド管理シス
テムの運用 適正稼働 廃止 廃止

2-3　総生産量１ｔあた
りの
二酸化炭素排出量を
抑制（ｋｇ－ＣＯ２/ｔ）

173 168 166

[基準年度実績値からの
削減率]

3％削減 4％削減

3-1　有価回収原材料
1ｔあたりの
一般廃棄物の削減
(Kg/ｔ)

0.829 0.804 0.796

[基準年度実績値からの
削減率]

3％削減 4％削減

3-2　有価回収原材料
1ｔあたりの
産業廃棄物の削減
(Kg/ｔ)

6.406 6.214 6.150

[基準年度実績値からの
削減率]

3％削減 4％削減

4-1 生産量1ｔあたりの
上水量の削減
（m3/ｔ） 0.527 0.0527 0.0527

[基準年度実績値からの
削減率]

基準年度
を超えない

基準年度
を超えな

い

5.事業活動におい
て化学物質使用
量を抑えることに
努めます。

5-1　化学物質使用量
PRTR法に
よる管理

PRTR法に
よる管理

PRTR法
による管

理

1.循環型社会構築
への貢献を目指

し、ポリエチレンの
リサイクル増加に
取り組みます。

上期：ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ増員。
下期：再生機増設。

ｲﾝﾌﾚ機増設、ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ
の技術向上を掲げ、生
産量を上げ、目標達成
を目指す。

上期：取引先（回収先）へ
再生商品の使用の提
案。
下期：同じ

取引先（回収先）へ再生
商品の使用の提案。

環境経営方針

環境経営目標 環境経営計画

内　容
今年度

2022年度
次年度

2023年度

上期：回収先への分別指
導の徹底。
下期：適切な資材の回
収。

適切な資材の回収と、
再生処理際の先入れ先
出しを徹底する。

2．環境への負荷
を認識し､二酸化
炭素排出量の抑
制に取り組みま

す。

上期：無駄のない生産計
画を立てる。
下期：無駄の無い生産計
画を立てる。

電力の無駄を省くよう、
生産計画を立て、機械
を稼働させる。
立上げ、立下げタイミン
グの適正化

廃止

上期：生産量を上げる。
下期：回収ｺｰｽの効率
化。

・電気については2-1と
同じ。
・回収ルートの更なる効
率化を図る。

3．環境への負荷
を認識し､廃棄物
排出量の削減に
取り組みます。

上期：回収先への分別指
導の徹底。
下期：適切な資材の回
収。

回収先への分別指導の
徹底

4.環境への負荷を
認識し､総排水量
(水資源投入量）の
削減に取り組みま
す。

上期：循環箇所の清掃作
業の徹底
下期：ポンプ、パイプ等
確認、異常個所を早期発
見する。

・循環箇所の清掃作業
の徹底・ポンプ、パイプ
等確認、異常個所を早
期発見する。

上期：在庫量の適正管理
下期　同じ

在庫量の適正管理



■環境経営計画の取組結果とその評価

内容 目標
実績達成

率

1-1総生産量の増加
7,324 6,573

[基準年度実績値からの削減率] 3％増加 90%

1-2再生商品の商品化

30 32 ③

2-1総生産量1ｔあたりの購入電
力の削減
（ｋｗｈ/ｔ）

554 642

[基準年度実績値からの削減率] 2％削減 116%

2-2デマンド管理システムの運
用

2-3　総生産量１ｔあたりの
二酸化炭素排出量を抑制
（ｋｇ－ＣＯ２/ｔ）

170 360

[基準年度実績値からの削減率] 2％削減 212%

3-1　有価回収原材料1ｔあたり
の
一般廃棄物の削減
(Kg/ｔ)

0.812 0.240

[基準年度実績値からの削減率] 2％削減 30%

3-2　有価回収原材料1ｔあたり
の
産業廃棄物の削減
(Kg/ｔ)

6.278 0.890

[基準年度実績値からの削減率] 2％削減 14%

4-1 生産量1ｔあたりの
上水量の削減
（m3/ｔ）

0.527 0.980

[基準年度実績値からの削減率]
基準年度

を超えない
186%

5.事業活動において
化学物質使用量を
抑えることに努めま
す。

5-1　化学物質使用量
PRTR法に
よる管理

PRTR法に
よる管理

③

評価基準　　⑤目標を完璧に達成　④目標を十分に達成　③目標を達成　②まだ改善の余地がある
　　　　　　　　①目標を達成していないので、是正処置が必要である。

評価環境経営方針
環境経営目標

環境経営計画

1.循環型社会構築へ
の貢献を目指し、ポリ
エチレンのリサイクル
増加に取り組みま

す。

機械の保守を定期的に
行い、安定した生産を目
指す。

②

取引先（回収先）へ再生
商品の使用の提案

2．環境への負荷を
認識し､二酸化炭素
排出量の抑制に取り

組みます。

電力の無駄を省くよう、安
定的な機械の稼働を計
る。

②

・電気については2-1と同
じ。
・回収コースの効率化

①

在庫量の適正管理

3．環境への負荷を
認識し､廃棄物排出
量の削減に取り組み

ます。

回収先への分別指導の
徹底

⑤

適切な資材の回収と、再
生処理際の先入れ先出し
を徹底する。

①

4.環境への負荷を認
識し､総排水量(水資
源投入量）の削減に
取り組みます。

・循環箇所の清掃作業の
徹底・ポンプ、パイプ等確
認、異常個所を早期発見
する。

②



■環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果並びに違反、訴訟等の有無

法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りである。

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

なお、違反、訴訟等も過去３年間ありませんでした。

■代表者による全体の評価と見直し(総括)
コロナの影響が前年程ではないにしても、回収量及び生産量が低減しており、生産性は効
率の悪いものになってしまった。技能実習生が入社し人員が増加したが、オペレーターとし
ての技術指導を更に行い、稼働率を上げていくことが課題である。
海洋ごみを再利用したポリ袋の製造も可能となり、環境活動に取り組んでいる企業であること
を一般に広く理解していただくことで、製品の販売に繋げて行きたい。

廃棄物処理法

道路運送車両法
消防法

浄化槽法

安全衛生法



【7】代表者による全体評価と見直しの結果
−1 前回の指示への取組結果について
 　　適切に対応されたことを認めます。

ー2今回の評価結果について

目標の設定方法や
レベルの問題点に
ついて

目標未達成の原因
について

改善点について

1-1　総生産量の増加
6,573

[基準年度実績値からの増加率] 90%

1-2　再生商品の商品化

32 問題なし

2-1　総生産量1ｔあたりの購入電力の
削減
（ｋｗｈ/ｔ）

642

[基準年度実績値からの削減率] 116%

2-2　デマンド管理システムの運用

適正稼働 問題なし

2-3　総生産量１ｔあたりの
二酸化炭素排出量を抑制
（ｋｇ－ＣＯ２/ｔ）

360

[基準年度実績値からの削減率] 212%

3-1　有価回収原材料1ｔあたりの
一般廃棄物の削減
(Kg/ｔ)

0.240

[基準年度実績値からの削減率] 30%

3-2　有価回収原材料1ｔあたりの
産業廃棄物の削減
(Kg/ｔ)

0.890

[基準年度実績値からの削減率] 14%

4-1 生産量1ｔあたりの
上水量の削減
（m3/ｔ）

0.980

[基準年度実績値からの削減率] 186%

5-1　化学物質使用量
在庫量の適

正管理
問題なし

−3代表者の指示

項目

環境経営方針

環境経営目標

環境経営計画

環境経営システム（実施体制）

その他

問題なし 浪費分
浪費箇所の早期発

見

問題なし

問題なし

変更の必要性と指示事項

次年度一年間様子をみること（目標との整合）

効率の良い生産と、回収量の向上

目標に沿った計画を立て、達成することを目指す

変更の必要なし

問題なし 生産効率
オペレーターの技

術向上を図る

問題なし 生産効率
生産効率を見直し、

向上を図る

環境経営目標のテーマ 達成率

評価項目

問題なし
回収物の減少、機

械の停止
機械の保守


